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第 ６ 期 決 算 公 告 
2024 年 6 月 24 日 

東京都中央区日本橋１丁目 19 番１号 

au フィナンシャルホールディングス株式会社 

代表取締役社長 石月  貴史 

 

連結貸借対照表（2024 年３月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

科           目 金   額 科           目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 預 け 金 684,046  預 金 3,766,335  

コ ー ル ロ ー ン 27,581  譲 渡 性 預 金 85,000 

買 入 金 銭 債 権 14,050  コ ー ル マ ネ ー 37,971  

金 銭 の 信 託 17,117  債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 263,157 

有 価 証 券 491,720  保 険 契 約 準 備 金 6,308  

貸 出 金 3,568,207    支 払 備 金 2,022  

外 国 為 替 345    責 任 準 備 金 4,285  

割 賦 売 掛 金 591,403  借 用 金 526,741  

そ の 他 資 産 152,926  未 払 金 431,908  

有 形 固 定 資 産 1,847  そ の 他 負 債 172,305  

   建 物 875  賞 与 引 当 金 1,321  

   建 設 仮 勘 定 5 退 職 給 付 に 係 る 負 債 228  

   そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 966  繰 延 税 金 負 債 45  

無 形 固 定 資 産 50,938  負 債 の 部 合 計 5,291,323  

   ソ フ ト ウ ェ ア 29,152 （純 資 産 の 部）  

   の れ ん 9,397  資 本 金 25,000  

 そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 12,388  資 本 剰 余 金 161,660  

繰 延 税 金 資 産 5,836  利 益 剰 余 金 90,013  

貸 倒 引 当 金 △ 2,005  株 主 資 本 合 計 276,674  

  その他有価証券評価差額金 △ 3,977  

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △31 

  その他の包括利益累計額合計 △ 4,008  

  非 支 配 株 主 持 分 40,028  

             純 資 産 の 部 合 計 312,694  

資 産 の 部 合 計 5,604,017 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 5,604,017  
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2023 年４月 １日から 

連結損益計算書 

2024 年 3 月 31 日まで 

（単位：百万円） 

科        目 金                  額 

経 常 収 益 227,135 

銀 行 事 業 80,918 

資 金 運 用 収 益 45,738 

貸 出 金 利 息 40,928 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 2,427 

コ ー ル ロ ー ン 利 息 1,881 

預 け 金 利 息 408 

そ の 他 の 受 入 利 息 92 

役 務 取 引 等 収 益 29,596 

そ の 他 業 務 収 益 4,989 

そ の 他 経 常 収 益 593 

保 険 事 業 21,672 

保 険 引 受 収 益 21,514 

正 味 収 入 保 険 料 21,383 

支 払 備 金 戻 入 額 18 

そ の 他 保 険 引 受 収 益 113 

資 産 運 用 収 益 0 

そ の 他 経 常 収 益 157 

そ の 他 事 業 124,544 
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科        目 金                  額 

経 常 費 用 201,598 

銀 行 事 業 64,240 

資 金 調 達 費 用 4,779 

預 金 利 息 4,222 

コ ー ル マ ネ ー 利 息 477 

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 50 

そ の 他 の 支 払 利 息 28 

役 務 取 引 等 費 用 22,319 

そ の 他 業 務 費 用 2,138 

営 業 経 費 34,547 

そ の 他 経 常 費 用 455 

保 険 事 業 21,208 

保 険 引 受 費 用 16,678 

正 味 支 払 保 険 金 15,646 

損 害 調 査 費 400 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 244 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 386 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 3,590 

そ の 他 経 常 費 用 939 

そ の 他 事 業 116,148 

経 常 利 益 25,537 

特 別 損 失 410 

固 定 資 産 処 分 損 321 

減 損 損 失 88 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 25,126 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,482 

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,332 

法 人 税 等 合 計 9,150 

当 期 純 利 益 15,976 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,775 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 12,201 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結注記表 

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項) 

1. 連結の範囲に関する事項 

（1） 連結子会社 7 社 

au じぶん銀行株式会社 

au フィナンシャルサービス株式会社 

au ペイメント株式会社 

au アセットマネジメント株式会社 

au フィナンシャルパートナー株式会社 

au 損害保険株式会社 

au Reinsurance Corporation 

（2） 非連結子会社 

該当事項はありません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

（1） 持分法適用の非連結子会社及び関連会社 2 社 

au カブコム証券株式会社 

ライフネット生命保険株式会社 

（2） 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社 

該当事項はありません。 

 

3. 連結子会社の決算日等に関する事項 

すべての連結される子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

4. 会計方針に関する事項 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、その

他有価証券については時価法、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による

原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。 

（2） 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券等の評価は、当社グループが当該

有価証券等を保有する場合と同じ方法により行っております。 
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（3） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（4） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定額法により償却しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 8 年から 18 年 

工具、器具及び備品 2 年から 15 年 

② 無形固定資産 

定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可

能期間（最長 20 年）に基づいて償却しております。 

（5） 貸倒引当金の計上基準 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022 年 4 月 14 日）に

規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、

将来発生が見込まれる損失率を合理的に見積もり、予想損失額に相当する額を計上してお

ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま

す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した与信監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、一部の連結される子会社は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（6） 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

（7） 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る当連結会計年度末の自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

（8） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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（9） 重要なヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、

繰延ヘッジを適用しております。その他有価証券に区分している固定金利の債券及び固定

金利の借用金の相場変動を相殺するヘッジにおいては、個別にヘッジ対象を識別し、金利

スワップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ有効性評価の方法については、

相場変動を相殺するヘッジについて、へッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し

両者の変動額を基礎にして判断しております。 

（10） のれんの償却方法 

のれんの償却については、その効果が発現すると見込まれる期間（20 年以内）で均等償

却しております。 

（11） グループ通算制度の適用 

当社及び一部の国内子会社は、当連結会計年度においてグループ通算制度の承認申請

を行い、翌連結会計年度からグループ通算制度を適用することとなったため、当連結会計

年度末よりグループ通算制度の適用を前提として税効果会計を適用しております。 
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（重要な会計上の見積り） 

  会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとお

りです。 

 

固定資産及びのれんの評価(持分法上ののれん相当額を含む) 

(1) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

有価証券    83,586 百万円 

有形固定資産        1,847 百万円 

無形固定資産        50,938 百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

当社グループはのれんを含む有価証券及び固定資産のうち、将来の収益性が著しく低下し

た等の理由で減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについて、当該資産又は

資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に

は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたします。その

ため、減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては見積りを含む慎重な検討を実

施しておりますが、市場環境の変化等により見積りの前提とした条件や仮定に変化が生じた

場合、減損損失の計上が必要となる場合がございます。 
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（連結貸借対照表関係） 

1. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりで

あります。なお、債権は、連結貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利

息及び仮払金の各勘定に計上されているものであります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額      819 百万円 

危険債権額                   930 百万円 

三月以上延滞債権額                   － 

貸出条件緩和債権額              1,465 百万円 

合計額                    3,215 百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開

始の申し立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準

ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が

悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性が高い債権で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延して

いる貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもので

あります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減

免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行

った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に

該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

2. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

  有価証券           280,495 百万円 

  貸出金            471,106 百万円 

 担保資産に対応する債務 

  債券貸借取引受入担保金    229,635 百万円 

  借用金                 521,100 百万円 

上記の他、為替決済等の取引の担保として、有価証券 78,790 百万円、貸出金 309,485 百

万円を差し入れております。また、その他の資産には、保証金 1,531 百万円が含まれてお

ります。 
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3. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し

出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資

金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

590,058 百万円であります。 

 

4. 有形固定資産の減価償却累計額     2,055百万円 

 

5. 関係会社の株式の総額         83,586百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

連結包括利益     15,041 百万円 
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（金融商品関係） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1） 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、預金、貸出、有価証券投資、為替、保険などの金融サービス事業を行

っております。 

これらの事業を行うため、市場の状況に応じ長短のバランスを調整するなどして、金

利・為替などの変動による不利な影響が生じないように、各事業ごとに資産及び負債

の総合的管理（ALM）を行っております。その一環として、au じぶん銀行においてはデ

リバティブ取引を行っております。 

（2） 金融商品の内容及びそのリスク 

当社グループは、貸出金や債券等の金融商品を保有しております。これにより、信用リ

スク、市場リスク、流動性リスクに晒されております。 

信用リスクとしては、貸出金や市場取引などについて、経済環境の変化や債務者の状

況悪化等により、契約条件に従った債務履行がなされない可能性があります。 

市場リスクとしては、内外金利、為替レート、債券の市場変動等が挙げられます。例え

ば金利が上昇した場合、当社グループの保有する国債をはじめとする債券ポートフォ

リオの価値が減少します。 

デリバティブ取引としては、主に、金利の変動リスクに対するヘッジ手段として、金利

スワップ取引を行い、ヘッジ会計を適用する場合があります。 

流動性リスクとしては、決済日に必要な資金が確保できなくなり、資金決済が履行

できなくなることや、資金の確保に通常よりも著しく高い金利での資金調達を余

儀なくされることにより損失を被るリスクがあります。 

（3） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社グループは、信用リスク管理規則に基づき、与信管理に関する体制を整備し運営

しております。 

貸出業務については、当社グループは現状、法人融資を行っておりませんので、個人融

資先へのリスクに限定されます。 

個人への融資等を行う au じぶん銀行及び au フィナンシャルサービス株式会社（以下

「au フィナンシャルサービス」という。）においては、同社及び保証会社の双方にて審

査を行うこと等で、与信管理を行う体制を構築しております。また、au じぶん銀行に

おける住宅ローンについては不動産担保を取得することで、au じぶん銀行のカードロ

ーンや auフィナンシャルサービスの割賦売掛金等については保証会社より保証を取得

することで、リスクの軽減を図っております。 

au じぶん銀行における市場業務に係る信用リスクに関しては、外部格付等を参照しな

がら、有価証券の発行体や市場取引の相手方のリスク評価を定期的に実施し、また有
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価証券時価の把握を定期的に行い、管理しております。 

② 市場リスクの管理 

当社グループが保有する市場リスクの大宗を占める au じぶん銀行においては、以下の

ように市場リスクの管理を行っています。 

 

（ⅰ）リスク管理体制 

au じぶん銀行では、フロントオフィス（市場取引実施部署）から独立した、ミドルオ

フィス（リスク管理部署）及びバックオフィス（事務管理部署）を設置し、相互に牽制

が働く体制としております。 

また、経営陣による ALM 委員会を毎月開催し、市場・流動性リスクの管理・運営、及

び資産・負債・資本運営に関する重要事項を審議しております。 

（ⅱ）市場リスクマネジメント 

au じぶん銀行では、市場リスクの状況や、リスク限度枠・損失限度協議基準に照らし

た適正性を、それぞれ日次で計測・確認し経営陣あてに報告するとともに、ストレステ

ストなどを用いたリスク分析を行い、上記日次報告に織り込むとともに ALM 委員会へ

の報告を実施しております。 

運営においては、資金の平均運用期間と平均調達期間のバランスを取ることで市場リ

スクを適正にコントロールし、経営体力に見合った ALM 操作を行うことを基本方針と

し、適切なリスク運営を行っております。 

（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報 

市場リスクは他のリスクに比べ日々の変動が大きいため、au じぶん銀行ではバリュー・

アット・リスク（VaR）を用いた市場リスク量を日次で把握・管理しております。 

市場リスク計測モデルにはヒストリカル・シミュレーション法（保有期間 21 営業日、

信頼水準 99％、観測期間 250 営業日）を採用しております。ヒストリカル・シミュレ

ーション法とは、現在のポートフォリオに対して、過去一定期間内で実際に起きた市

場変動をあてはめた場合に発生すると推定される損益をシミュレーションして VaR を

算出する手法で、市場変動の特性を直接的に反映させることが可能になること等が特

徴です。 

2024 年 3 月 31 日現在における au じぶん銀行の VaR は、3,524 百万円です。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当社グループでは、各会社において、円貨・外貨のそれぞれについて、資金調達の構成

内容や資金繰りギャップの管理、資金流動性維持のための準備資産の管理などを行い、

適正な資金流動性の確保に努めております。 

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれる場合があります。当該価額の算定においては一定の前提



12 

 

条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。 

 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません

（（注）参照）。また、現金預け金、コールローン、外国為替、譲渡性預金、コールマネー、

債券貸借取引受入担保金及び未払金は、短期間で決済されるため、時価と簿価が近似する

ことから注記を省略しています。 

 

                                                                       （単位：百万円） 

  
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1)買入金銭債権 14,050  13,832  △ 218 

(2)金銭の信託    

  その他の金銭の信託 17,117 17,117 － 

(3)有価証券        

満期保有目的の債券 104,796 103,702 △ 1,094 

     その他有価証券 303,337  303,337  － 

     関連会社株式 4,289 22,265 17,976 

(4)貸出金 3,568,207   

 

 

      貸倒引当金 △ 1,944  

  3,566,262  3,564,103  △ 2,159 

(5)割賦売掛金 591,403  589,775  △ 1,628 

資産計 4,601,257 4,614,133 12,876 

(1)預金 3,766,335  3,769,602  3,267 

(2)借用金 526,741  526,559  △ 181 

負債計 4,293,076  4,296,162  3,086 

デリバティブ取引(※1)        

ヘッジ会計が適用されていないもの 526  526  － 

ヘッジ会計が適用されているもの (59) (59) － 

デリバティブ取引計 467  467 － 

（※1）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリ

バティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、（ ）で示しております。 
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（注）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金

融商品の時価情報の「有価証券」には含まれておりません。 

 

 （単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

関連会社株式 79,296 

組合出資金（※2） 0 

（※2）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第 31 号 2021 年 6月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはし

ておりません。 
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場

価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託     

 その他の金銭の信託 － 6,965 10,151 17,117 

有価証券     

その他有価証券 273,783 29,553 － 303,337 

デリバティブ資産     

金利関連 － 5,353 － 5,353 

通貨関連 － 2,270 － 2,270 

資産計 273,783 44,143 10,151 328,078 

デリバティブ負債     

金利関連 － 5,434 － 5,434 

通貨関連 － 1,721 － 1,721 

負債計 － 7,156 － 7,156 
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権 － 13,832 － 13,832 

有価証券     

満期保有目的の債券     

国債 103,702 － － 103,702 

 関連会社株式 22,265 － － 22,265 

貸出金 － 3,564,103 － 3,564,103 

割賦売掛金 － 589,775 － 589,775 

資産計 125,967 4,167,710 － 4,293,678 

預金 － 3,769,602 － 3,769,602 

借用金 － 526,559 － 526,559 

負債計 － 4,296,162 － 4,296,162 

 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定にかかるインプットの説明 

資産 

 買入金銭債権 

   買入金銭債権については、取引金融機関等から提示された価格、あるいは合理的な見積

りに基づく合理的に算定された価額によっております。当該時価はレベル２の時価に分類

しております。 

 金銭の信託 

   金銭の信託における信託財産の構成物である有価証券については、情報ベンダーから入

手する評価によっております。観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベ

ル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。 

   なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」

に記載しております。 

 有価証券 

   有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル

１の時価に分類しております。取引金融機関等から提示された価格等による場合はレベル

２の時価に分類しております。 
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また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関し

て市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には、投資信託

委託会社が公表する基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信

用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づ

く区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引

いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（1 年以内）のものは、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。また、破綻先、実

質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込み額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上

の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と

しております。時価の算定に当たり重要な観察できないインプットを用いていないため、

レベル２の時価に分類しております。 

割賦売掛金 

割賦売掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していると想定されま

す。ただし、外部と締結している信用保証契約の対象となっている債権については、連結

決算日における帳簿価額から債務保証料を控除した金額が時価に近似していると想定され

るため、当該価額をもって時価としております。当該時価の算定に際しては、観察できな

いインプットを用いていないことから、当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

負債 

 預金 

   要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価

としております。また、定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシ

ュ・フローを割り引いた現在価値により時価を算定しております。割引率は、新規に預金

を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間のものは、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該時価は

レベル２の時価に分類しております。 

借用金 

   借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、当該借

入金の残存期間を加味した利率で割り引いて時価を算定しております。当該時価はレベル

２の時価に分類しております。 
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デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの

はレベル１の時価に分類しており、主に債券先物取引がこれに含まれます。 

ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しない

ため、取引の種類や満期までの期間に応じて現在価値技法等の評価技法を利用して時価を

算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レー

ト、ボラティリティ等であります。当該時価はレベル２の時価に分類しております。   

 

（注 2）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品のうちレベル 3 の時価に関する情

報 

(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

金銭の信託においてレベル 3 の時価となるものがありますが、これらは、第三者から入手

した価格を調整せずに使用しており、当社グループが観察できないインプットを推計して

いないため、記載しておりません。 

 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

(単位：百万円) 

区分 

期

首 

残

高 

当期の損益又は 

評価・換算差額等 

購入、

売却、

発行及

び決済

の純額 

レベ

ル 3

の 

時価 

への 

振替 

レベ

ル 3

の 

時価

から

の 

振替 

期末 

残高 

当期の損

益に計上

した額の

うち連結

貸借対照

表日にお

いて保有

する金融

商品の評

価損益 

損益 

に計上 

（※1） 

評価・

換算差

額等に

計上

（※2） 

金銭の信託 

 その他の金銭の信託 

 

－ 

 

70 

 

81 

 

10,000 

 

－ 

 

－ 

 

10,151 

 

－ 

（※1）連結損益計算書の銀行事業の「その他業務収益」、「その他業務費用」、「その他経常収益」

に含まれております。 

（※2）連結貸借対照表の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

 

(3) 時価の評価プロセスの説明 

当社グループはリスク管理部門にて時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これ

に沿って時価を算定しております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合に

おいては、所定の検証手続を実施しております。 

 

(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

  重要な観察できないインプットに関する定量的情報について、第三者から入手した価格を

調整せずに使用しており、当社グループが観察できないインプットを推計していないた

め、記載を省略しております。 
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（金銭の信託関係） 

その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2024 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

 

連結 

貸借対照表 

計上額 

取得原価 差額 

うち連結貸借対

照表計上額が 

取得原価を 

超えるもの 

うち連結貸借対

照表計上額が 

取得原価を 

超えないもの 

その他の 

金銭の信託 
17,117 17,036 81 81 － 

（注）「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの」はそれぞれの「差額」の内訳であります。 

 

（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」の中の信託受益権を含めて記載して

おります。 

1. 満期保有目的の債券（2024 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 種類 
連結貸借 

対照表計上額 
時価 差額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

 国債 49,669 49,945 275 

 その他 1,667 1,667 0 

小計 51,337 51,612 275 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

 国債 55,126 53,757 △ 1,369 

 その他 5,154 5,148 △ 6 

小計 60,280 58,905 △ 1,375 

 合計 111,618 110,517 △ 1,100 
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2． その他有価証券（2024 年 3月 31 日現在）  

（単位：百万円） 

 
種類 

連結貸借 

対照表計上額 
取得原価 差額 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

株式 2,988 1,127 1,861 

債券 － － － 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 33,079 31,670 1,409 

小計 36,068 32,797 3,270 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

株式 － － － 

債券 256,358 270,492 △ 14,133 

 国債 169,867 181,385 △ 11,517 

 地方債 13,785 13,927 △ 142 

 社債 72,706 75,179 △ 2,473 

その他 10,910 11,155 △ 245 

小計 267,268 281,647 △ 14,378 

 合計 303,337 314,445 △ 11,108 

（注）組合出資金（連結貸借対照表計上額 0 百万円）については、上表には含めておりません。 

 

3.  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2023 年 4 月 1 日 至 2024 年 3 月 31

日） 

（単位：百万円） 

 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

債券    

国債 326,896 529 2,030 

その他 1,891 － 112 

合計 328,787 529 2,143 
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（収益認識関係） 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

当社グループにおける顧客との契約から認識した主な収益は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

区分 
顧客との契約から 

生じる経常収益 

役務取引等収益 149,863 

  銀行業務等 29,596 

  決済業務等 120,266 

その他経常収益 1,069 

  決済業務等 1,069 

合計 150,932 

決済業務等はその他事業から発生しております。 

なお、上表には「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）の対

象の収益を記載しております。 

 

（1株当たり情報）  

１株当たり純資産額                                                 160,391 円 56 銭 

１株当たり当期純利益金額                                  7,177 円 21 銭 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（連結自己資本比率） 

銀行法施行規則第 34条の 10第１項第４号に規定する連結自己資本比率（国内基準）は 8.96％

であります。 

 

 


